
デジタル化で「広域分散」「距離」のハンディを強みに転換

これまでの主な取組

安心のまち・暮らし「住まいる北海道」プロジェクト⑤「北海道 Society 5.0」プロジェクト

～ 未来技術による施策の効率化・効果の最大化 ～

◆スマート農林水産業の展開
• ICTやロボット等の先端技術を活用した
生産の効率化や実証事業

• ICT技術を活用したコンブの漁場把握
手法の開発や共同乾燥施設モデル実
証試験 等

２０２１年度の推進方向

◆遠隔医療・遠隔授業の充実
• 遠隔医療の実態を把握する調査、ICTを活用した医
療情報連携ネットワーク状況調査の実施（R2.8）

• 遠隔授業の配信機能を集中化した拠点から地域の
小規模な高校に対し、進学等に対応した教科・科目
を計画的かつ継続的に配信 等

◆自動運転技術の実用化
• 北海道の実証試験フィールドとして
の優位性などを自動運転に関連す
る企業等へ周知するため自動運転
EXPOへ出展（R2.10） 等

◆介護ロボット等の導入支援
• 介護業務等に係る負担の軽減を推進す
るため、施設・事業所へのロボット
技術導入を支援

第２期北海道創生総合戦略
重点戦略プロジェクト

暮らしの質を高める 価値と魅力を高める 人づくりの効果を高める

◆「北海道Society5.0」の実現に向けた取組
• ICTやAI、ロボットなどの未来技術を活用し、本道が直面する諸課題を解決や新たな産業の創出などを図り、活力ある地域社会を創造するた
め、オール北海道で連携・協働した取組の指針となる計画策定に向け、有識者会議を設置・開催（R2年度：５回）

• 『未来技術を活用した活力あふれる北海道』の実現に向けて、「暮らし」、「産業」、「行政」、 「データ利活用」、「基盤整備」の５つの施策の柱
を示すとともに、新型コロナウイルスの影響により明確となったデジタル化の遅れなどにも対応するため、「北海道Society5.0推進計画」を策定
（R3.3月）

• ICTの活用に必要な基盤となる光ファイバ整備を、市町村が希望する全ての地域で開始

◆遠隔授業の配信機能集中化
• 地域創生を担う人材の育成と活躍を
促進するため、遠隔授業配信セン
ターを通じ、大学進学等に対応した
遠隔授業を実施

◆学校におけるICT環境の整備
• 高校等において低所得世帯の生徒の

PC及びモバイルルータを整備するととも
に、ICT機器の知見を有するGIGAス
クールサポーターを配置

◆ICTを活用した高齢者の健康づくり
• コロナ禍において、高齢者にICTを活用した
健康確認や体操等の実施など、「通いの
場」の代替となる多様な支援モデルを構築

◆スマート農業技術の導入推進
• 情報共有・発信や技術課題の検討、地域の
人材育成の実践研修、技術セミナー等の開
催、ICTを活用した牧草生産における労働力
の負担軽減と経営の効率化 等

◆ICTを活用したコンブ生産の自動化実証
• ICT技術等を活用し、コンブ漁場の分布状況
の把握による漁場の効率的管理や生産過程の
自動化を促進

◆スマート林業の構築推進
• ICT等の先進技術を活用し、森林整備や流
通等の効率化・省力化や生産性・安全性の
向上を図る北海道らしいスマート林業の取組
を推進

◆食品製造工程の自動化技術の開発
• 道内大学、研究機関の先端技術を食関連産業
に導入し、スマート化するための産学官連携体制
を整備するとともに、事業化に向
けた基盤技術の開発や製品化
を推進

◆遠隔医療の推進
• 都市部の専門医が、遠隔地の医師に
「Face to Face」で指導・助言を行うため
の遠隔ＴＶカンファレンスシステム等の導

入等を支援し医療機関相互
の連携を図る 等

行政のデジタル化 データの利活用 社会的・人的基盤の整備

オール北海道による「北海道Society5.0」の実現

(IoT実装の促進による地域課題の解決と新産業の創出)
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安心のまち・暮らし「住まいる北海道」プロジェクト２ 地域戦略の取組方向

～振興局が中心となり、市町村や地域の関係者と連携・協働のもと地域創生を推進～

地域 ２０２１年度の主な取組

空知地域

石狩地域

後志地域

胆振地域
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◆日本遺産「炭鉄港」広域連携推進
• 日本遺産｢炭鉄港｣を活用したまちづくりに
向けて、民間事業者等との連携による取組
を推進し、道内外からの交流人口拡大を
図る

◆空知地域エゾシカ肉有効活用需要喚起
• エゾシカ肉を空知産ワインや地元食材などを組み合わせ、管内キャンプ場などでモニター提供す
る等、普及啓発や需要喚起を図り、地元食材の高付加価値化を推進する

◆オール空知観光資源活用誘客促進
• 炭鉄港、ワインや食、花といった空知地域ならではの地域資源の魅力を発信することで誘客
を促進するほか、新型コロナウイルスを踏まえ、サイクルツーリズムやマイクロツーリズムといった
「新たな旅のスタイル」を推進し、魅力ある観光地づくりを進める

◆いしかり地域戦略推進プロジェクト（オリパラ）
• 東京オリンピック札幌開催の機会を捉え、若年層の首都圏への転出
超過の改善と、国内外からの人の呼び込み・つながりの創出を集中的
に展開する

◆｢ポストコロナ｣いしかり地域戦略推進プロジェクト（ポストコロナ）
• 若年層の定住や、国内外からの人の呼び込みなどの地域の持続的な活性化のための取組に
ついて、新型コロナウイルスのもたらす変化を捉え、戦略的に推進する

◆若者の地元定着促進と首都圏からの新しい人の流れの創出
• 札幌圏における人口減少問題に適切に対応するため、管内ならではのライフスタイルの発掘
発信や学生の定着促進に向けた取組を実施する

◆ShiriBeshi 自然と食を活かしたツーリズム
• グリーンシーズンのコンテンツ強化のためマウンテンバイクの受入体制づくりや動
画を使った情報発信など、ポストコロナを見据えた観光誘客の取組を実施する

◆グローバル・シチズンシップ育成プラン
• 「後志での仕事を通じてリゾートと地域の共存を考える後志版SDGsを学ぶ
プログラム」を実施し、インバウンド先進地・多文化共生先進地・SDGs先
進地である後志をPRし、Iターン・Uターンを目指す

◆ShiriBeshiグローカル・ハブ推進
• リゾート地域で勤務する豊富な人材を後志地域で通年雇用化することで、新たなビジネ
スの創出や移住人口の拡大に寄与するとともに、世界中の多様な人材（グローバル）
×後志地域（ローカル）の中枢を振興局が担い、
地域の持続的発展を目指す

◆いぶり観光・教育旅行誘致促進
• 「いぶり五大遺産」などの地域資源を
観光素材として活用し、落ち込んだ
観光需要、地域経済を回復させると
ともに、地域資源を教育素材とする
教育旅行の誘致を促進し、関係人
口・交流人口の増加を図る

◆「いぶり暮らし」プロモーション事業
感染症拡大の影響により、３密を避けた地方暮らしが注目されていることから、胆振地域
への移住・定住及び関係人口創出拡大のチャンスと捉え、将来的な移住に結び付ける
取組を推進

◆いぶり人材育成・産業活性化推進
• ものづくり産業や林業、農業、福祉人材といった胆振地域の経済を支える人材の育成・
確保を図るため、就業環境の整備や経営の安定化へ向けたセミナーの開催するほか、
各種企業の現場見学会、農業省力化などの取組を進める


